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はじめに 

自治体病院は、その地域に不足している医療に積極的に取り組むとともに、地域の

医療機関や行政機関等との連携を図りながら、公平・公正な医療を提供し、地域住民

の健康の維持・増進を図り、地域の発展に貢献することを使命としております。 

このため、あらゆる地域において、住民のニーズに対応した適切な医療を提供する

とともに、総合的医療機能を基盤にへき地医療、高度・特殊・先駆的医療等を担って

おります。さらには、医療従事者の研修の場としての役割を果たし、地域医療水準の

向上や、地域住民が安心して医療を受けられる環境整備、並びに合理的かつ効率的な

病院運営に日夜努めております。 

しかしながら、へき地・離島はもとより地域における拠点病院等にあっても、全て

の診療科において医師が不足しており、とりわけ、救急医療や小児科、産科、外科、

精神科などは深刻であり、地域医療の確保もままならず、医師不足の解消は喫緊の課

題となっております。さらに、病院勤務医の労働過重や看護師不足の問題は地域の医

療崩壊を招いており、これらの問題は、開設者である首長と病院だけで改善すること

は極めて困難な状況にあります。 

本年４月の診療報酬改定率は、平成１２年度全体改定率＋０．２％以来、１０年目

にしてようやく全体改定率＋０．１９％となったものの、１０年間にわたる診療報酬

マイナス改定による崩壊した地域医療の再生としては十分な改定とは言い難い状況で

あります。また、今回の新型インフルエンザへの対応に携わった多くの自治体病院に

おいては、新たな財政負担と診療への影響が生じながらも懸命に地域医療の確保に努

めてきたところであります。 

このような状況の中、本日、定時総会を開催し、自治体病院が地域において真に必

要な良質な医療を安全に、かつ、継続して提供できるよう、なお一層の取組みを行う

ことを決意いたしました。 

つきましては、国及び関係機関等におかれては、以下の諸施策が適切に講じられる

べきことについて、格別のご尽力を賜りますようお願い致します。 
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１．医師確保対策について 

１）医師不足（地域偏在・診療科偏在）については、我が国に医師の適正配置の仕

組み（諸外国では開業規制や地域、診療科の定員制等）がないことが一因である。

各都道府県に設置されている「地域医療対策協議会」を活用し、きめ細かな制度

的な措置を講じるなど、さらなる実効性を高めるよう以下の仕組みを早急に構築

すること。 

①国と地方による恒常的な需給調整 

各都道府県の地域医療対策協議会が、２次医療圏（全国３４８箇所）を単位と

して性別・年齢構成等を勘案した診療科ごとの現状に基づき必要な医師数を算出

し、透明性を確保した上で地域医療対策協議会が需給調整を行える仕組みを構築

すること。 

②規制的手法導入の検討 

２次医療圏内における病床規制に続く新たな需給調整に必要な開業規制と診療

科ごとの医師数規制について導入の検討を行い、安心・安全・高度な医療提供体

制を堅持できる施策を早急に実行すること。 

③特定診療科への緊急対応 

小児科、産科、外科、精神科などの勤務医の不足が原因で病床の一部休止や分

娩取扱いの休止などを余儀なくされている実態を踏まえ、これらの診療科に従事

する勤務医の養成確保を早急に行うこと。 

 

２）へき地医療を担う医師の支援や医師確保困難地域への医師派遣、管制塔機能を

担う救急医療機関の支援、女性医師等の離職防止・復職支援、短時間正規雇用や

交代勤務制等を導入する医療機関への財政的支援等の医師確保に関する諸施策に

ついては、さらに拡充すること。 

 

３）病院勤務医の過酷な勤務実態を踏まえ、労働過重の改善について、引き続き国
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民が安心できる良質な医療の提供をできるだけの医師数を確保するため診療報酬

の抜本的見直しを含む適切かつ、さらに充実した施策を講じるとともに、夜間救

急へのいわゆるコンビニ受診を抑制するため、かかりつけ医療機関への受診など

による救急医療の確保や勤務医の負担軽減について、新聞・テレビなどの媒体を

活用した国民への周知を継続的かつ強力に行うこと。 

また、地域の救急及び産科医療を確保するための救急勤務医及び産科医等確保

支援事業に係る救急勤務医手当については、昨年４月以降に手当を創設、または

増額している施設が対象となっているが、それ以前から既に先進的に実施してい

る施設も対象となるよう所要の改善措置を講じること。 

 

４）いわゆる総合診療に従事できる医師の養成に努めるとともに、専門医の養成・

認定においては、地域医療従事等の評価を考慮した体系とするよう、国として早

急な対策を講じること。 

 

５）医療関連死についての医師法第２１条の改正については、厚生労働省から医療

安全調査委員会設置法案（仮称）大綱案並びに第三次試案が出されているが、医

療関係者の間でも意見が分かれている部分がある。さらに幅広く活発な議論を行

い、国民及び医療関係者の理解を得るように努め立法化を行うこと。 

さらに、無過失補償制度については、産科以外の診療科についても早急に対応

を進めること。 

 

６）都道府県別の臨床研修定員の設定については、都道府県内における地域の実情

を十分配慮した医師不足困窮地域に対するきめ細やかな制度的な措置を講じるこ

と。 
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２．新型インフルエンザなど新興・再興感染症対策について 

今回の新型インフルエンザ流行時などは、感染拡大に伴い、地域の中核病院であ

る自治体病院を受診する患者が急増し、多大な負担を生ずる中、地域医療を守るた

めに取り組んできたところであるが、今後も新型インフルエンザなどの新興・再興

感染症の流行による患者の急増も懸念されることから、これまでの経緯等を踏まえ、

迅速な情報提供、必要となる医療機器・薬剤の確保など財政支援も含め適切な対応

を行うこと。 

 

 

３．社会保険診療報酬の改定について 

１）本年４月に行われた診療報酬改定では、１０年ぶりにネットでプラス改定にし

たことは一定の評価ができる。しかし、地域医療を担う自治体病院の約半数を占

める２００床未満の中小規模病院への評価が十分とは言い難い状況であり、基本

診療料の根本的な見直しをはじめ、地域特性の考慮など重要かつ継続課題となっ

ている部分については、地方や日本病院団体協議会及び全国自治体病院協議会の

意見を十分に尊重し、自治体病院が担っている診療機能を十分評価し、診療報酬

上の拡充措置を講じ、医療技術の適正な評価と医療機関の機能的コストなどを適

切に反映した診療報酬体系とすること。 

 

２） 現行のＤＰＣ制度では、自治体病院が担っている精神を含む救急や周産期医療、

へき地医療等の政策的な医療を重点的に評価する算定方式となっていないため、

これらの政策的な医療を評価する加算措置の拡充を行うこと。 

 

３）救急医療、周産期医療については、平成２１年度に地方交付税が増額されてい

るが、地方自治体の財政負担は依然大きい。地域住民の安全を守る観点から継続

して行えるよう診療報酬による評価をさらに引き上げること。 
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４）社会保険診療報酬に係る消費税制度のあり方を早急に改めること。 

 

５）難病・希少疾患に対する新しい治療法（ブラッドパッチ治療法など）について

は、積極的な保険適用を講じること。 

 

 

４．医師の臨床研修の円滑な推進について 

初期臨床研修については、全国の自治体病院の多くが臨床研修病院として地域医

療に関するカリキュラムの充実を図る等それぞれに熱心な取組みを行っており、地

域医療の実践に即した医師を育成している。 

こうした幅広い基本的な診療能力を持った医師の養成と質の高い研修を行うため

に、まず指導医の過酷な労働環境の改善を図るなど、臨床研修制度の根幹を堅持で

きるよう国からの財政的支援の強化を図ること。 

 

 

５．公立病院改革プラン等について 

１）各自治体病院においては、公立病院改革プランを策定し効率的な経営にむけて

具体的な取り組みが進められているところであるが、このプランの実施に当たっ

て適時適切な助言・指導を行うこと。 

また、各自治体病院では、安定した病院経営に向けて病床数の削減など経営改

革に積極的に取り組んでいるところであるが、行革法による地方公務員の削減、

給与の見直し等が求められ、自治体病院の効率的な経営を阻害する要因ともなっ

ているため、医療制度改革、診療報酬改定に、柔軟かつ効率的に対応できるよう、

規制は行わないこと。 

 

２）再編・ネットワーク化等における財政措置については、一定の財政措置が講じ

られているところであるが、基幹施設及びその他施設への出資・負担や既存施設
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の除却など財政負担が多大であり、合併特例債並みに交付税措置の割合を引き上

げるなど、一層の充実を図ること。 

 

３）公立病院特例債においては、利払い額の一部については交付税措置の対象とさ

れているものの、元金償還のための一般会計からの繰り入れについては対象外と

なっている。各自治体病院では、医師不足という厳しい事情を抱えたまま、病院

改革プランに沿って、懸命に病院改革を進めているところであり、債務元金全額

償還のための一般会計からの繰り入れについても、交付税の対象とするとともに、

病院事業債の所要額の確保、公債費負担対策の更なる拡充を図ること。 

 

 

６．看護師確保対策について 

我が国の病院に勤務する看護職員数は先進諸国と比較してもかなり少ない状況に

あり、「第六次看護職員需給見通しに関する検討会」においても全国で約４万人の看

護師の不足が報告されている。 

地域性や患者の看護の必要度に応じた安全で質の高い看護を持続的に提供できる

よう、国や関係機関においては診療報酬上の評価を見直し、関係法令の改正も視野

に入れ、卒後臨床研修制度による指導体制整備、短時間勤務制度導入、２４時間・

夜間保育に対する財政的支援等をはじめとした就労環境整備、看護師養成・研修機

関の充実など看護師確保と質の向上に対する諸施策を早急かつ積極的に実行するこ

と。これに関連し、自治体病院における医療スタッフの定員制の緩和を促すこと。 

 

 

７．定員合理化計画について 

国においては、平成２２年度から新たな定員合理化計画を行うこととしているが、

地方自治体においてはその規模や事務分担・事務移譲等を踏まえ、自主性を尊重す

るとともに、病院事業にあっては必要な医療スタッフの確保は医療体制を維持・充
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実し、医療収入を確保する根源でもあることから、自治体病院については定員規制

の外枠とすること。 

 

 

８．精神科医療について 

１）自治体立の精神科病院及び精神科を有する一般病院は、重症例、急性期、身体

合併症例、児童思春期、依存症治療等の民間病院では対応が難しい患者に重点的

に対応するなど、精神科医療において重要な政策的役割を果たしているが、診療

報酬がこうした自治体病院が担っている精神科医療の実態をなお十分に反映して

いないことから、手厚い医療を行っているほとんどの自治体病院において赤字経

営を余儀なくされている。精神科に対する入院基本料等の引上げと重症例、児童

思春期、依存症、身体合併症治療等に対する相応の診療報酬の加算を今後も検討

すること。 

 

２）平成１３年度の第４次医療法改正により、総合病院や大学病院の精神科は特例

からはずれ、医師１６：１、看護師１５：１以上とされた。平成２２年の診療報

酬改定で、それに対する対応が一部なされたが、まだ十分なものとは言えない。

引き続き精神科病棟入院基本料を実態にあわせて見直すこと。 

また、単科精神科病院においても、早急に医師１６：１、看護師１５：１以上

の医療体制を整備するよう医療法の精神科特例を廃止すること。 

 

３）現在、一般病院精神科が次々に縮小・閉鎖に追い込まれる危機的状況にあるが、

我が国の精神科医療の提供体制を総合的に検討した上で、一般病院精神科の位置

付けと役割を明確にし、一般病院精神科の抜本的な立て直し策を検討すること。 

特に我が国の急性期医療の大部分を担うＤＰＣ適用の一般病院においても、精

神障害についての疾病分類（ＭＤＣ－１７）をすでに策定しながら、精神科病棟

においてはその適用を認めないなどの不合理を早急に見直すこと。 
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４）「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

律」の円滑な運用は、緊急の国家的課題であり、自治体立精神科病院にも協力が

強く求められているところである。このことについて施設整備、人員確保等にお

いて、自治体が十分対応出来るような施策展開を引き続き図ること。 

 

５）今後、急速に増加することが懸念される「認知症」への対策については、精神

科医療に集中することがないよう、患者・家族の立場を尊重して抜本的見直しを

行うこと。 

 

 

９．財政措置等について 

病院事業にかかる地方交付税措置については、不採算地区病院、小児医療、救急

医療、精神科医療、へき地医療、高度医療、周産期医療、追加費用等について、そ

の所要額を確実に確保するとともに充実を図ること。 

また、医師不足地域では、病院勤務医の負担も通常の場合よりも一層厳しく医師

不足の程度に応じて加速的に大きくなる。このことを適切に評価し支援することが

更なる医師不足をくいとめ、結果的に医師確保や経営改善に資する上で極めて有効

かつ不可欠であり、このため、必要な手当等の処遇改善のための財政的支援の充実

を図ること。 

 

 

１０．医療機関連携の推進について 

効率化が求められている医療の分野においては、医療の機能分化を進めることが

重要となるが、その際に、患者紹介における画像情報などを中心とした検査情報の

共有は必須である。 

国においては、保険医療情報の標準規格を早急に定め、中核病院と周辺の医療機
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関をネットワークで結ぶ診療情報の共有化システムの導入推進と、それに伴うＩＴ

化の費用について財政措置を行うこと。また、診療報酬改定等に伴う病院のシステ

ム変更による多大な経費を標準化により最小限に抑えること。 

 

 

１１．地方公営企業会計制度の見直しについて 

地方公営企業会計制度の見直しについては、退職給付引当金の義務化や借入資本

金の負債計上などにより、経常収支等の悪化が見込まれ、地域医療の確保が一層厳

しくなることが予想される。また、現在公立病院改革プランを策定しその実施に取

り組んでいるところでもある。 

ついては、地域医療の確保、公立病院改革プランにおける達成目標指標等に影響

がでないよう退職給付金に係る引当額について期末要支給額の一定割合とすること

や引当期間の弾力化など、特別の配慮を行うこと。 

 

 

１２．高度な放射線治療の推進について 

がん対策の推進には、我が国では普及が遅れている放射線治療を推進していくこ

とが重要であり、近年、高度なＸ線による治療や粒子線による治療等、新たな治療

効果の高い放射線治療が行われている。 

放射線治療を推進するため、粒子線治療などの新しい放射線治療の保険適用を進

めるとともに、適用に当たっては、治療に必要な診療報酬上の評価など放射線治療

の普及促進のための措置を講ずること。 
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おわりに 

今日の病院勤務医の絶対的不足、診療科・地域偏在の問題をはじめとして、我が国

がおかれている「医療の貧困」とも形容すべき状況は、残念ながら、各般にわたり患

者・国民にとって不本意かつ悲惨な現状をもたらしており、その傾向は日々悪化して

きているとさえいえます。産科・小児科問題はその一端に過ぎません。 

こうした中にあって、このような状況を打開し、医療の質を確保しつつ持続可能な

医療提供を行っていくため、上記に掲げた諸施策を速やかに実行に移すとともに、そ

のためにも医療分野に対し、必要かつ十分な資源配分が行われるよう、国として国民

の命を守る観点から、総力を挙げて取り組んでいただくことを強く求めます。 
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〔参考資料〕

Ⅰ．全病院に占める自治体病院の割合

Ⅱ．指定医療機関等における自治体病院の割合

自　治　体　病　院　の　役　割

Ⅲ．４疾病５事業における自治体病院の機能

現在 現在

Ⅰ．全病院に占める自治体病院の割合

平成22年1月31日
（厚生労働省　医療施設動態調査）

平成22年1月31日
（厚生労働省　医療施設動態調査）

その他

病院

7,723

88.5%

自治体立

病院

1,001

11.5%

病院数

その他

病院

1,360,959

85.1%

自治体立

病院

239,131

14.9%

病床数
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現在 現在平成20年3月31日 平成22年1月20日

Ⅱ．指定医療機関等における自治体病院の割合

その他

病院

134病院

60.6%

自治体立

病院

87病院

39.4%

救命救急センター

自治体立

病院

621病院

24 4%

臨床研修病院

その他

病院

80病院

30.4%

自治体立

病院

183病院

69.6%

へき地医療拠点病院

自治体立

病院

12病院

38 7%

小児救急医療拠点病院

現在 現在平成21年9月24日 平成21年4月1日

その他

病院

24病院

42.9%

自治体立

病院

32病院

57.1%

基幹災害医療センター

その他

病院

293病院

54.8%

自治体立

病院

242病院

45.2%

地域災害医療センター

その他

病院

1,921病院

75.6%

24.4%

その他

病院

19病院

61.3%

38.7%

現在 現在平成21年7月1日 平成21年7月1日
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現在 現在平成21年4月1日平成21年4月1日

その他

病院

27病院

52.9%

自治体立

病院

24病院

47.1%

都道府県がん診療連携拠点病院

その他

病院

199病院

61.4%

自治体立

病院

125病院

38.6%

地域がん診療連携拠点病院

自治体立

病院

30病院

39 0%

総合周産期母子医療センター

自治体立

病院

101病院

地域周産期母子医療センター

現在 現在

現在 現在平成21年3月31日

平成21年4月1日平成21年4月1日

平成21年3月31日

その他

病院

2病院

66.7%

自治体立

病院

1病院

33.3%

特定感染症指定医療機関

その他

病院

47病院

61.0%

39.0%

その他

病院

141病院

58.3%

41.7%

その他

病院

8病院

25.0%

自治体立

病院

24病院

75.0%

第一種感染症指定医療機関
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現在 現在平成22年1月1日平成21年3月31日

自治体立

病院

75病院

26.0%

地域医療支援病院

自治体立

病院

7病院

23 3%

治験拠点医療機関

その他

病院

279病院

50.4%

自治体立

病院

275病院

49.6%

第二種感染症指定医療機関

その他

病院

227病院

60.1%

自治体立

病院

151病院

39.9%

エイズ治療拠点病院

現在 現在平成22年1月1日平成21年12月16日

※（社）全国自治体病院協議会調べ

その他

病院

213病院

74.0%

その他

病院

23病院

76.7%

23.3%
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Ⅲ．４疾病５事業における自治体病院の機能

平成21年4月1日 現在（再掲） 平成21年4月1日 現在（再掲）

その他

病院

27病院

52.9%

自治体立

病院

24病院

47.1%

都道府県がん診療連携拠点病院

その他

病院

199病院

61.4%

自治体立

病院

125病院

38.6%

地域がん診療連携拠点病院

急性期

以外

脳卒中
（急性期対応の自治体病院数）

急性期

急性心筋梗塞
（急性期対応の自治体病院数）

脳神経外科 or 神経内科標榜の
自治体病院（５３７病院）を対象

循環器科 or 心臓血管外科標榜
の自治体病院（４４８病院）を対象

以外

176病院

32.8%

急性期

361病院

67.2%

急性期

以外

172病院

38.4%

急性期

病院

276病院

61.6%

その他

病院

518病院

69.5%

自治体立

病院

227病院

30.5%

糖尿病
（急性合併症治療の全国シェア）

二次救急

648病院

63.6%

三次救急

86病院

8.4%

その他

285病院

28.0%

救急医療
（体制別の自治体病院数）
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現在（再掲） 現在（再掲）平成21年7月1日 平成21年7月1日

その他

病院

24病院

42.9%

自治体立

病院

32病院

57.1%

基幹災害医療センター

その他

病院

293病院

54.8%

自治体立

病院

242病院

45.2%

地域災害医療センター

その他

病院

80病院

30.4%

へき地医療拠点病院

自治体立

病院

30病院

39.0%

総合周産期母子医療センター

現在（再掲） 現在（再掲）

現在（再掲）平成21年4月1日 小児科標榜の自治体病院（７６０病院）を対象

出典：全国自治体病院開設者協議会「４疾病５事業に関する調査報告」２００９．６．１２

平成20年3月31日 平成21年4月1日

自治体立

病院

183病院

69.6%

その他

病院

47病院

61.0%

その他

病院

141病院

58.3%

自治体立

病院

101病院

41.7%

地域周産期母子医療センター

二次小児

救急

228病院

30.0%

三次小児

救急

51病院

6.7%

その他

481病院

63.3%

小児救急医療
（体制別の自治体病院数）
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